第6章　モデル分析

日本が中国の硫黄酸化物排出を削減するために、最適な方法をモデルを使って分析していく。ここでｊが日本、ｃが中国、ｃ’が技術革新後の中国とし、以下の記号を用いる。

被害関数
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汚染削減費用関数
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中国の排出量　
[image: image7.wmf]Q
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中国のBAU(Business As Usual)排出量：
[image: image9.wmf]0

Q

 （何も対策をしない時の排出量）
越境汚染：
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　　（Tは中国が排出したもののうち、どの程度国外へ越境していくかを示す関数である。従い、独立変数は
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である。また、排出したものがどれくらい越境していくか、というのを排出したものの割合であると単純に考えられるため、
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このとき中国の被害関数は以下の式で表せる。
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また、日本の被害関数は以下の式で表せる。
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同様に中国の削減費用関数を表すと
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ここで
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は中国での削減量であり、排出増加の可能性は考慮しないため、
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である。ここで、中国側について、
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上記の式より、
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が導かれる。これは中国にとって、越境せず自分の国に残る分の限界被害が限界削減費用と等しくなることを示す。これを満たす
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を
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とし、現在中国は
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を排出している。

次に日本と中国両国にとっての社会的最適点を考える。

両国の利潤を最大化することを考えると、
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これを解くと、
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が導かれる。つまり、中国が排出したことによる限界被害の和が中国の限界削減費用となればよい。これを満たす
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を
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とする。

以上のことをグラフにまとめると図6-1のようになる。
ここで、中国で排出した硫黄酸化物のうち割合
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　図6-1

　　よって、図の通り、
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であり、社会的最適点を達成するためには、さらなる削減が求められる。それではどのようにして長期的に見て、社会的最適点は達成できるのであろうか。　
ここで、私たちは、（１）日本が中国に大きな初期投資をして、中国の削減技術の革新を促す場合と、（２）日本が中国に排出削減費用として資金援助をし続け、排出を削減する場合の二つの削減方法について考える。またこれらを考える上で、第一期・第二期に分けて時間的な分析を行い、どちらが望ましいかを明らかにする。
（1） 技術移転
まず、日本が中国に投資し、技術革新を促す場合について考えていきたい。日本からの投資によって日本が得られる便益は二つ考えられる。それは削減設備向上によって限界削減費用曲線がシフトすることによる便益と、それに伴うスピルオーバー効果によって得られる便益である。この二つの便益には時間の面で違いがあるため、前者の便益が得られる時期を第一期、後者を第二期として考えていく。

まず第一期において、日本は中国に投資を行い、それによって削減費用を減少させる。ここで日本が中国に行う投資をIとする。日本の投資Iによる削減設備の向上によって、中国の限界費用曲線は下にシフトする。日本は社会的最適点を目指すため、
[image: image37.wmf]c

MD

と社会的最適点
[image: image38.wmf]*

Q

で交わるように
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にシフトさせる。これを表したのが下の図である。なお、この図における日本の限界削減費用は
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                                図6-2
次に第二期である。第二期においては、第一期の削減設備の向上によって、そこから技術を盗み、高い技術が自動的に普及する技術のスピルオーバーが起こり、削減技術が支援なしに向上していくと考えられる。そのスピルオーバー効果によって、第一期で下がった限界削減費用曲線
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がさらに下にシフトする。この場合、図は下のようになる。
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図6-3

（2） 資金援助

　次に資金援助について見ていきたい。中国の排出量をシフトさせる際、技術移転を考えない、すなわち
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はシフトさせないとなると、中国側では厚生の損失が発生してしまう。そこで日本がその損失分を補填するという意味での資金援助を行うと考える。ここで日本からの資金援助は毎期にわたり同額であると仮定し、一期・二期において違いは起こらないものとする。ここで日本が負担する限界費用を表したのが
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である。これは中国が
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よりも排出を減らす際の損失分と等しいため、
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となるため、日本の利潤最大化も達成されている。
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図6-4

以上、2つの解決策を提示した。被害＋費用最小化の観点から、技術移転にしても資金援助にしても、費用効果的な方法を選択するのがベストである。静学的観点から見てしまえば、現段階で費用の低い方でやればいい。しかし、日中間の越境汚染を考えるにあたって、被害が今後拡大していくことを考慮すると、ある程度将来のことまで考えるべきである。そこで上記で説明した技術移転・資金援助それぞれにおける一期目・二期目の総純便益を割引率などを考慮した上で比べていきたい。

　まず第一期における技術移転の便益を考えていきたい。技術移転の費用はグラフ上では現れないため、技術移転への費用を投資Iとする。技術移転においては、第一期に投資Iによって排出量を削減し、
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を達成、さらに第二期にそれによるスピルオーバーによってさらなる削減が達成される。第二期に技術移転のスピルオーバー効果によってさらなる削減が行われた後の排出量を
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となる。これらを使って技術革新と資金援助による日本の純便益を計算していく。
（１）技術移転の純便益
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図6-5

技術移転によって第一期に増える日本の便益は上図の台形BC
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費用は投資Iであるから日本の純便益は
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である。
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図6-6

次に第二期である。第二期の日本の技術移転による便益は台形
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第二期には投資を行わないので、費用はゼロとなり、この便益は純便益となる。

これに割引率rを考慮して、
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技術革新による純便益の和①＋②を計算すると
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次に資金援助についてである。

（２）資金援助の純便益
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図6-7

第一期に資金援助によって得られる日本の純便益は、三角形ＣＢ
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であるから、面積は
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次に第二期についてである。第二期も日本は同じ便益を達成できるように同じ面積分援助をするので、面積は等しい。それに割引率をかけて、
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資金援助による純便益の和④＋⑤を計算すると
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そして⑥－③＞０となる場合技術移転が効率的で、⑥－③＜０の場合資金援助がより効率的ということになる。
· パラメーターを利用した計算

ここでパラメーター数値を利用していてこれまでの関数を式で表す。
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技術移転と資金援助の純便益の差⑥－③をこれらの式を用いてあらわすと、
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これが>0となるsの条件式を解くと、
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という式が導かれる。これを満たすsとは、すなわち日本が技術移転をした方が好ましいと言えるためのスピルオーバーの度合いを示している。

この条件式に具体的な数値を入れていく。
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⑦にこれらの数値を代入して、
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よって、sは割引率ｒと提供資金Iを変数とする不等式となり、ｓがこれを満たす時は技術移転、満たさない場合は資金援助をすることが日本の利潤を最大化し、社会的最適点を達成すると結論づけられる。

結論

戦後日本は高度成長を遂げ、現在の中国と同様に環境問題にも悩まされた教訓から、環境分野の技術は世界に誇る水準であり、かつてに比べ大気汚染は大きく減少した。しかし、近年新たな問題が生まれつつある。中国からの越境汚染である。

近年中国は年１０％前後の目覚しい経済発展を遂げた。しかし、同時に死者が出るほどの深刻な環境汚染にも悩まされ、現在も環境問題は進む一方である。海を隔てた日本への被害は明確に実証されてはいないものの、中国からの汚染物質は偏西風、季節風に乗り飛来していることは、ほぼ確実であると考えられている。このまま効果的な対策が打ち出されないと、将来的に越境汚染は放置出来ない量になることが予想される。

本来ならば汚染者支払原則に則り対処しなければならないことではあるが、日中の国力の格差、そして環境技術先進国としてのあり方として、中国に協力することが必要である。既にＯＤＡを中心とした技術協力、資金提供がなされている。技術提供は機材の提供、人の育成を中心とし、現地の人の力で将来の対策を進めていける力を養うことを目的とする。対して、資金援助は直接資金を提供する。それぞれの特徴を踏まえた上で動学的に分析すると、技術提供の投資額、割引率、技術のスピルオーバーの割合によってどちらが効率的か決まる。この時、長期にわたる場合、すなわち割引率が大きい場合は技術提供の投資額が大きくても資金援助より効率的となり、さらにスピルオーバーの割合が小さい場合も技術提供への投資額を大きくできると結論付けられた。これらを踏まえた上で現実的な対策を考えた時、実際に被害が予想されるのはまだ先であることから、当論文では長期的にみて有利な技術提供の方が効率的だと考えられるとの結論に達した。
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